平成20年12月2日
自殺総合対策東京会議遺族支援分科会
東京都多摩総合精神保健福祉センター  　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

精神障害者支援機関での自殺に関する支援者ニーズの調査について
１　動　機

(1)うつ病のほかに統合失調症等の精神障害者も自殺のリスクが高いことが知られている。このため、共同作業所等の地域の精神障害者支援機関（以下、「支援機関」）でも利用者の自殺に直面することが希ではないと思われる。しかし、支援機関における自殺発生や対策の実態についての十分な資料がない。また、支援機関職員における利用者の自殺問題に関する支援ニーズについては情報が乏しい。
(2)都の重要な施策である退院促進支援を進めてゆけば、支援機関を利用する事例が増加することが予想され、自殺対策はリスクマネジメントのために必要である。

(3)支援機関職員が自殺者の家族（自死遺族）へ適切に対応できることは、遺族支援の向上においても重要である。
２　目　的　
(1)多摩地域の精神障害者支援機関での自殺の実態を知る。
(2)利用事例の自殺死亡を経験した支援機関職員の支援ニーズを把握する。
(3)結果を、研修、技術援助、リスクマネジメント用教材作成、支援のための施策拡充に生かす。

３　対　象
東京都精神保健福祉民間団体協議会加盟の4団体（東京都地域生活支援センター連絡会、東京都精神障害者授産施設連絡会、東京都精神障害者共同作業所連絡会、東京都精神障害者共同ホーム連絡会）に加盟している多摩地域の東京都精神障害者精神障害者支援機関（共同作業所、授産施設、相談支援・地域活動支援センター、グループホーム、福祉ホーム、生活訓練施設）の職員。
調査で取り上げる自殺事例は、「当該支援機関に自ら登録し継続的に利用してきた多摩地域在住の精神障害者」とする。
４　調査の概要
(1)アンケート（全支援機関共通）を郵送し、原則として施設長等支援機関代表に記載してもらい、返送していただく。　

＜主な質問項目＞

当該支援機関の概要　機関の自殺対策の現状　都の自殺総合対策の周知状況や要望　

支援機関が把握した範囲での利用者自殺発生状況

(2)自殺事例調査（通所、入所、相談　の３類型）　担当職員か施設長の回答をお願いする。
　　(1)と同封の用紙に記載してもらい、返送していただくこととするが、記載に困難を伴う場合は、個別に当センターが相談にのり訪問等による聞き取りを行なう。

＜主な質問項目＞

当該支援機関が選んだ自殺死亡事例についての概要、直前・事後の経過、センターへの要望等
· 事例個人、支援機関が特定されない形で、ケーススタディとして公表することがありうることの同意も得る。
· 調査に対する問合せ先への対応、調査後の個別のフォローが必要な事案については、当センターが担当する。
５　分　析
(1)アンケートの集計統計解析

(2)事例調査の集計、ケーススタディ的分析

６　進め方

(1)各団体役員会や各団体連絡会にて説明し、了承を得る。（８～９月）
地域生活支援センター連絡会、東京都精神障害者共同作業所連絡会多摩ブロック、
東京都精神障害者授産施設連絡会、東京都精神障害者共同ホーム連絡会
(2)各団体の協力を得てプレテストを実施し、調査票を再検討する。（9月下旬）

(3)保健所保健対策課長会、市町村障害福祉主管課長会での周知を行なう。（10月）

(4)アンケート配布（11月郵送）
同意を得られた支援機関に事例調査を実施する。
(5)結果の解析・考察等で外部講師から助言をいただく。（１～２月）
(6)報告書作成　（来年度）
（来年度以後の研修、リーフレット・パンフレット作成、支援機関技術援助、施策提言等に活かす）
以　上
参考資料３
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